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これからの人権教育の重要性が見えてきた！
人権同和教育課

人権教育の動向について

平成31年2月，第三期の鹿児島県教育振興基本計画が策定されました。今後５年間本県の教育は本振
興基本計画に沿って推進することになります。そこで，今回は，その根拠となる学習指導要領，教育再
生会議の提言，国の教育振興基本計画の中で人権教育に関わる部分を焦点化しました。

A 新学習指導要領（H29.3.31) 【前文から抜粋】
これからの学校には，こうした教育の目的及び目標の達成を目指しつつ，一人一 日本の高校生の自己肯定感は，

人の児童（生徒）が自分のよさや可能性を認識するとともに，あらゆる他者を価値 諸外国と比較して大変低い結果
のある存在として尊重し，多様な人々と協働しながら様々な社会的変化を乗り越え， 日本：44.9％ 米国：83.8％
豊かな人生を切り拓き，持続可能な社会の創り手となることができるようにするこ 中国：80.6％ 韓国：83.7％
とが求められる。 （国立青少年教育機構 平成29年度国際比較調査）

教育再生実行会議 中央教育審議会
2013年に設置された第2次安倍内閣の有識者会議。 中教審は文部科学大臣の諮問機関。会議体が複数あると

「21世紀の日本にふさわしい教育体制を構築し，教育の 議論が重複するため，教育再生実行会議は広い知見から，

再生を実行に移していくための方策について，内閣の最 中教審は専門的な事項について，主に，教育行政の重要な

重要課題の一つとして教育改革を推進する」ことを目的 制度改正を中心に審議。委員30人以内。今回の答申におい

として設置。メンバーは首相，官房長官，文部科学大臣， ては，2030年以降の社会の変化を見据えた教育政策の在り

産官学（産業界，国や地方自治体，大学や研究機関の総 方を示すとともに，教育施策の立案につなげるための方策

称）からの参加者ら計16名で構成。これまで平成25年2月 について提示。本答申の趣旨を十分に踏まえた第三期教育

25日の「第一次提言」から令和元年5月17日「第十一次提 振興基本計画の策定を政府に要望。

言」まで発表。人権教育に係る内容は第十次提言で提示。

B 教育再生会議第十次提言（平成29年6月1日） C 第三期教育振興基本計画（平成30年6月15日閣議決定）

このことは，各学校が，学習指導要領の理念を踏まえ， 目標（２）豊かな心の育成
子供たちの自己肯定感を育むことを目標として掲げつつ， 子供たちの豊かな情操や道徳心を培い，正義感，責任感，
日頃の教育活動を行っていくことが大切であることを示 規範意識，自他の生命の尊重，自己肯定感・自己有用感，
したものであると言えます。改訂後の学習指導要領の下， 他者への思いやり，人間関係を築く力，社会性，個人の価
各学校において「主体的・対話的で深い学び」を視点と 値を尊重し，男女の平等を重んじる態度…
した授業改善を進めることとしていますが，学校におい

ては，こうした授業改善に係る様々な取組を行う中で， （測定指標）
自己肯定感を高めていくための取組… 自分にはよいところがあると思う児童生徒の割合の改善

教育振興基本計画で示す測定指標「自分にはよいところがあると思う児童生徒の割

合」は全国学力・学習状況調査の質問紙調査で測定！
したがって，各学校でも自校の状況を確認できる！

国が求めていることは… 鹿児島県では 今後５年間に取り組む５つの施策のうち，

学習指導要領前文・教育再生会
議及び教育振興基本計画で示され

・ 全ての教育活動を通じた児童生徒

ていることは，
の人権尊重の精神の高揚

「子供たちの自己肯定感を育むこ
・ 教職員等の人権意識の高揚・資質の

とを目標として掲げつつ，日頃の
向上，指導内容・方法の工夫・改善

教育活動を行っていくことが大切
である」ということ
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